
議案第４１号  

 

   秦野市建築基準条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市建築基準条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和６年９月４日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 建築基準法及び建築基準法施行令の一部改正により、次のとおり改正すると

ともに、字句の整理を行うものであります。 

 (1) 耐火建築物の主要構造部を特定主要構造部に改めること及び準耐火構造

に特定主要構造部を耐火構造としたものを追加すること。 

(2) 火熱遮断壁等で区画された２以上の建築物の部分について、防火規制の

適用上、それぞれ別の建築物とみなすこと。 
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秦野市条例第  号  

 

   秦野市建築基準条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市建築基準条例（平成１２年秦野市条例第２６号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条本文中「次条において」を「同条において」に改める。 

第１７条各号列記以外の部分中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部が

耐火構造である場合を含む。）」を加える。 

第１９条第２項中「主要構造部を」を「特定主要構造部を」に改める。 

第２５条に次の１項を加える。 

５ 建築物が政令第１０９条の８に規定する火熱遮断壁等（以下「火熱遮断壁

等」という。）で区画されている場合であって、その火熱遮断壁等により分

離された部分における第１項及び第２項の規定の適用については、それぞれ

別の建築物とみなす。 

 第２６条に次の１項を加える。 

２ 建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合であって、その火熱遮断壁等

により分離された部分における前項の規定の適用については、それぞれ別の

建築物とみなす。 

第２８条第１項中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部が耐火構造であ

る場合を含む。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

４ 建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合であって、その火熱遮断壁等

により分離された部分における第１項の規定の適用については、それぞれ別

の建築物とみなす。 

第３７条第２項、第３８条第１項、第４０条第４項及び第４１条第２項中 

「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。 

第４６条に次の１項を加える。 

５ 建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合であって、その火熱遮断壁等

により分離された部分における前項の規定の適用については、それぞれ別の

建築物とみなす。 

第４９条第２項中「灰捨て場」を「灰捨場」に改める。 

第５１条中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部が耐火構造である場合

を含む。）」を加える。 
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第５８条第２項中「前項の規定」を「同項の規定」に改める。 

第７２条中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４１号資料  

 

 秦野市建築基準条例の一部を改正することについて 

 

１ 耐火建築物の「主要構造部」を「特定主要構造部」に改めること及び準耐

火構造に「特定主要構造部を耐火構造としたもの」を追加することについて

（条例第１７条等） 

(1) 法改正の概要 

二酸化炭素の貯蔵に寄与する建築物における木材利用を促進するため、

防火規制の対象とする主要構造部から、耐火構造の壁等で区画した部分が

除外され、建築物全体に耐火性能を求めている規定において、「主要構造

部」が「特定主要構造部」に改められたことから、この区画内での部分的

な木造化が可能になりました。 

ア 主要構造部（建築基準法第２条第５号） 

    壁、柱、床、はり、屋根又は階段（建築物の構造上重要ではない間仕

切壁、ひさし及び局部的な階段等を除く。） 

イ 特定主要構造部（建築基準法第２条第９号の２） 

    主要構造部のうち、防火上及び避難上支障のない部分を除いたもの。 

ウ 耐火建築物（建築基準法第２条第９号の２イ(1)） 

改正前              改正後 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

(2) 条例改正の概要 

法において、建築物全体に耐火性能を求めている規定について、「主要

構造部」が「特定主要構造部」に改められたことから、条例においても、

建築物全体に耐火性能を求めている規定について、「主要構造部」を「特

定主要構造部」に改めるものです。また、このことに関連して、準耐火構

造に「特定主要構造部を耐火構造としたもの」を追加するものです。 

  

・主要構造部（壁、柱、はり等）の

全てを耐火構造とする必要がある

ため、木造部分を石膏ボード等の

不燃材料で被覆する必要がある。 

特定区画（強化防火区画） 

・特定主要構造部を耐火構造とする必要が

あるが、防火上有効に区画した場合は、

その区画内にある主要構造部（壁、柱、

はり等）は、特定主要構造部から除かれ

るため、部分的な木造化が可能となり、

木材利用が促進される。 

木造化

可能 

壁 

柱 

はり

柱 

はり

柱 

壁 

柱 
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２ 火熱遮断壁等で区画された２以上の建築物の部分について、防火規制の適

用上、それぞれ別の建築物とみなすことについて（条例第２５条等） 

(1) 法改正の概要 

二酸化炭素の貯蔵に寄与する建築物における木材利用を促進するため、

建築基準法施行令第１０９条の８に規定する延焼を遮断できる高い耐火性

能の壁等（以下「火熱遮断壁等」という。）で区画された２以上の建築物

の部分について、防火規制の適用上、それぞれ別の建築物とみなすことと

されたことから、区画部分の用途及び規模によっては、部分的な木造化が

可能となりました。 

 

改正前             改正後 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 (2) 条例改正の概要 

法において、防火規制は、建築物全体に適用されていましたが、建築物

を火熱遮断壁等により区画した場合は、区画ごとに防火規制が適用される

ことになったことから、条例においても、同様の扱いとするため、改める

ものです。 

 

３ 施行日 

  公布の日から施行する。 

・防火規制は、建築物全体に適用さ

れるため、用途及び規模によって

は、建築物全体を耐火構造（ＲＣ

造）等にする必要がある。 

火熱遮断壁等 

・火熱遮断壁等で区画した場合は、区画ご

とに防火規制が適用されるため、用途及

び規模によっては、区画単位で木造化が

可能となり、木材利用が促進される。 

全体を耐火構造（ＲＣ造）等 

特殊建築物 
（共同住宅、

店舗等） 
特殊建築物 

以外 
（事務所等） 

耐火構造 
（ＲＣ造）等 

木造（構造不問） 
特殊建築物 

（共同住宅、
店舗等） 

特殊建築物 

以外 
（事務所等） 
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議案第４１号 秦野市建築基準条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

網かけ部分以外は、字句の整理によるものです。 

新 旧 

 （災害危険区域内の建築物）  （災害危険区域内の建築物） 

第４条 前条の規定により指定する災害危険区域内において、居

室を有する建築物を建築するときは、次条に規定するもののほ

か、その建築物の基礎及び主要構造部は、鉄筋コンクリート造

又はこれに類する構造にし、かつ、その居室は、崖（勾配が 

３０度を超える傾斜地をいう。同条において同じ。）に直接面

してはならない。ただし、崖崩れによる被害を受けるおそれが

ないときは、この限りでない。 

第４条 前条の規定により指定する災害危険区域内において、

居室を有する建築物を建築するときは、次条に規定するものの

ほか、その建築物の基礎及び主要構造部は、鉄筋コンクリート

造又はこれに類する構造にし、かつ、その居室は、崖（勾配が 

３０度を超える傾斜地をいう。次条において同じ。）に直接面

してはならない。ただし、崖崩れによる被害を受けるおそれが

ないときは、この限りでない。 

（共同住宅等の設置の禁止）  （共同住宅等の設置の禁止） 

第１７条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に使用される建築物

で、その用途に使用される部分の床面積の合計が１００平方メ 

ートルを超えるものは、次の各号のいずれかに掲げる建築物で、 

これらの用途に使用される部分の主要構造部が政令第１１２条 

第１項に規定する１時間準耐火基準（以下「１時間準耐火基

準」という。）に適合する準耐火構造（特定主要構造部が耐火

構造である場合を含む。）でないものの上階に設けてはならな

い。 

第１７条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に使用される建築物

で、その用途に使用される部分の床面積の合計が１００平方メ 

ートルを超えるものは、次の各号のいずれかに掲げる建築物で、 

これらの用途に使用される部分の主要構造部が政令第１１２条 

第１項に規定する１時間準耐火基準（以下「１時間準耐火基準」 

という。）に適合する準耐火構造でないものの上階に設けては

ならない。 

(1)－(3) （略） (1)－(3) （略） 

  

- 1 -



  - 2 -   

 

 

（共同住宅等の階段）  （共同住宅等の階段） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に使用される建築物のうち、 

主要構造部が不燃材料で造られている建築物（特定主要構造部

を耐火構造にした建築物、準耐火建築物又は法第２７条第１項

に規定する特殊建築物を除く。）で、その２階における居室の

床面積の合計が１００平方メートルを超える場合においては、

その階から避難階若しくは地上に通じる２以上の直通階段又は

これに代わる施設を設けなければならない。 

２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に使用される建築物のうち、 

主要構造部が不燃材料で造られている建築物（主要構造部を耐

火構造にした建築物、準耐火建築物又は法第２７条第１項に規

定する特殊建築物を除く。）で、その２階における居室の床面

積の合計が１００平方メートルを超える場合においては、その

階から避難階若しくは地上に通じる２以上の直通階段又はこれ

に代わる施設を設けなければならない。 

３ （略） ３ （略） 

 （長屋の構造等）  （長屋の構造等） 

第２５条 （略） 第２５条 （略） 

２－４ （略） ２－４ （略） 

５ 建築物が政令第１０９条の８に規定する火熱遮断壁等（以下

「火熱遮断壁等」という。）で区画されている場合であって、

その火熱遮断壁等により分離された部分における第１項及び第

２項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

 

 （ホテル及び旅館の構造）  （ホテル及び旅館の構造） 

第２６条 （略） 第２６条 （略） 

２ 建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合であって、その

火熱遮断壁等により分離された部分における前項の規定の適用

については、それぞれ別の建築物とみなす。 
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 （棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造）  （棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造） 

第２８条 ホテル又は旅館の用途に使用される建築物で、棚状寝

所を有する宿泊室の床面積の合計が１５０平方メートルを超え

るものは、１時間準耐火基準に適合する準耐火構造（特定主要 

構造部が耐火構造である場合を含む。）にしなければならない。 

第２８条 ホテル又は旅館の用途に使用される建築物で、棚状寝

所を有する宿泊室の床面積の合計が１５０平方メートルを超え

るものは、１時間準耐火基準に適合する準耐火構造にしなけれ

ばならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合であって、その

火熱遮断壁等により分離された部分における第１項の規定の適

用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

 

 （興行場等の前面空地及び側面空地）  （興行場等の前面空地及び側面空地） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２ 興行場等の用途に使用される建築物の特定主要構造部又は屋

根を除く特定主要構造部が耐火構造のときは、前項の前面空地

に相当する部分に次に定める構造の歩廊を設け、又はその部分

を第１号及び第３号に定める構造の寄付き（これに類するもの

を含む。）とすることができる。 

２ 興行場等の用途に使用される建築物の主要構造部又は屋根を

除く主要構造部が耐火構造のときは、前項の前面空地に相当す

る部分に次に定める構造の歩廊を設け、又はその部分を第１号 

及び第３号に定める構造の寄付き（これに類するものを含む。） 

とすることができる。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 特定主要構造部は、耐火構造にし、又は不燃材料で造るこ

と。 

 (2) 主要構造部は、耐火構造にし、又は不燃材料で造ること。 

 (3) （略）  (3) （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 
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 （興行場等の屋外への出口）  （興行場等の屋外への出口） 

第３８条 興行場等の客用の屋外への出口の幅は１．２メートル

以上とし、その幅の合計は、その出口を使用して避難する客席

の床面積の合計１０平方メートルにつき、特定主要構造部又は

屋根を除く特定主要構造部が耐火構造の建築物にあっては１７

センチメートル以上とし、その他のものにあっては２０センチ

メートル以上としなければならない。 

第３８条 興行場等の客用の屋外への出口の幅は１．２メートル

以上とし、その幅の合計は、その出口を使用して避難する客席

の床面積の合計１０平方メートルにつき、主要構造部又は屋根

を除く主要構造部が耐火構造の建築物にあっては１７センチメ

ートル以上とし、その他のものにあっては２０センチメートル

以上としなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

 （興行場等の敷地内通路）  （興行場等の敷地内通路） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 特定主要構造部又は屋根を除く特定主要構造部が耐火構造の

興行場等にあっては、第１項の敷地内通路に相当する部分に第

３７条第２項各号に定める構造の歩廊を設けることができる。 

４ 主要構造部又は屋根を除く主要構造部が耐火構造の興行場等

にあっては、第１項の敷地内通路に相当する部分に第３７条第

２項各号に定める構造の歩廊を設けることができる。 

 （興行場等の廊下及び広間の類い）  （興行場等の廊下及び広間の類い） 

第４１条 （略） 第４１条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、その階における客席の床面積の合

計が１５０平方メートル（特定主要構造部又は屋根を除く特定 

主要構造部が耐火構造のものにあっては、３００平方メートル） 

以内のときは、同項に規定する客席の両側に設ける廊下又は広

間の類いは、片側とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、その階における客席の床面積の合

計が１５０平方メートル（主要構造部又は屋根を除く主要構造

部が耐火構造のものにあっては、３００平方メートル）以内の

ときは、同項に規定する客席の両側に設ける廊下又は広間の類

いは、片側とすることができる。 

３・４ （略） ３・４ （略） 
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 （主階が避難階以外の階にある興行場等）  （主階が避難階以外の階にある興行場等） 

第４６条 （略） 第４６条 （略） 

２－４ （略） ２－４ （略） 

５ 建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合であって、その

火熱遮断壁等により分離された部分における前項の規定の適用

については、それぞれ別の建築物とみなす。 

 

 （火たき場等の構造）   （火たき場等の構造） 

第４９条 （略） 第４９条 （略） 

２ 公衆浴場の燃料倉庫又は灰捨場は、周壁を不燃材料で造らな

ければならない。 

２ 公衆浴場の燃料倉庫又は灰捨て場は、周壁を不燃材料で造ら

なければならない。 

 （１階に設ける自動車車庫及び自動車修理工場の構造）  （１階に設ける自動車車庫及び自動車修理工場の構造） 

第５１条 １階に設ける自動車車庫又は自動車修理工場の用途に

使用される建築物で、その用途に使用される部分の床面積の合 

計が１００平方メートル以上１５０平方メートル未満のものは、 

主要構造部を準耐火構造（特定主要構造部が耐火構造である場

合を含む。）にし、又は主要構造部である柱及びはりを不燃材

料で、その他の主要構造部を準不燃材料で造らなければならな

い。 

第５１条 １階に設ける自動車車庫又は自動車修理工場の用途に

使用される建築物で、その用途に使用される部分の床面積の合 

計が１００平方メートル以上１５０平方メートル未満のものは、 

主要構造部を準耐火構造にし、又は主要構造部である柱及びは

りを不燃材料で、その他の主要構造部を準不燃材料で造らなけ

ればならない。 

 （建築物に関する確認申請等手数料）  （建築物に関する確認申請等手数料） 

第５８条 （略） 第５８条 （略） 

２ 前項の申請又は通知に昇降機の設置の申請又は通知を併せて

行うときは、その昇降機１台について、同項の規定による手数

２ 前項の申請又は通知に昇降機の設置の申請又は通知を併せて

行うときは、その昇降機１台について、前項の規定による手数
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料に加え、別表第１第２項に定める手数料を納付しなければな

らない。 

料に加え、別表第１第２項に定める手数料を納付しなければな

らない。 

（耐火性能検証を行う建築物に対する基準の適用）  （耐火性能検証を行う建築物に対する基準の適用） 

第７２条 特定主要構造部が政令第１０８条の４第１項第１号又

は第２号に該当する建築物（次項に規定する建築物を除く。）

に対する第１７条、第１９条第２項、第２０条第２項、第２２

条、第２８条第１項、第３２条第２号、第３７条第２項、第 

３８条第１項、第４０条第４項、第４１条第２項、第４９条第

１項第１号、第５１条、第５２条第２項、第５４条第１号、第

５５条第２号及び第６７条第２項の規定の適用については、そ

の建築物の部分で特定主要構造部であるものの構造は、耐火構

造とみなす。 

第７２条 主要構造部が政令第１０８条の４第１項第１号又は第

２号に該当する建築物（次項に規定する建築物を除く。）に対

する第１７条、第１９条第２項、第２０条第２項、第２２条、

第２８条第１項、第３２条第２号、第３７条第２項、第３８条

第１項、第４０条第４項、第４１条第２項、第４９条第１項第

１号、第５１条、第５２条第２項、第５４条第１号、第５５条

第２号及び第６７条第２項の規定の適用については、その建築 

物の部分で主要構造部であるものの構造は、耐火構造とみなす。 

２ 特定主要構造部が政令第１０８条の４第１項第１号に該当す

る建築物（その建築物の特定主要構造部である床又は壁（外壁

を除く。）の開口部に設けられた防火設備の性能について、防

火区画検証法により確かめられたものに限る。）及び特定主要

構造部が同項第２号に該当する建築物（その建築物の特定主要

構造部である床又は壁（外壁を除く。）の開口部に設けられた

防火設備の性能について、国土交通大臣の認定を受けたもので

あるものに限る。）に対する第３２条第２号、第４９条第１項

第２号、第５２条第２項及び第５４条第１号の規定の適用につ

いては、その建築物の部分で特定主要構造部であるものの構造

は耐火構造にし、これらの防火設備の構造は、特定防火設備と

２ 主要構造部が政令第１０８条の４第１項第１号に該当する建 

築物（その建築物の主要構造部である床又は壁（外壁を除く。） 

の開口部に設けられた防火設備の性能について、防火区画検証

法により確かめられたものに限る。）及び主要構造部が同項第

２号に該当する建築物（その建築物の主要構造部である床又は

壁（外壁を除く。）の開口部に設けられた防火設備の性能につ

いて、国土交通大臣の認定を受けたものであるものに限る。）

に対する第３２条第２号、第４９条第１項第２号、第５２条第

２項及び第５４条第１号の規定の適用については、その建築物

の部分で主要構造部であるものの構造は耐火構造にし、これら 

の防火設備の構造は、特定防火設備とみなし、第３２条第２号、 
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みなし、第３２条第２号、第４９条第１項第２号、第５２条第

２項及び第５４条第１号以外の前項に掲げる規定の適用につい

ては、これらの建築物の部分で特定主要構造部であるものの構

造は、耐火構造とみなす。 

第４９条第１項第２号、第５２条第２項及び第５４条第１号以

外の前項に掲げる規定の適用については、これらの建築物の部

分で主要構造部であるものの構造は、耐火構造とみなす。 

  

  

   附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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